
歳 入 の 状 況 （ 千 円 ％ ） 住民１人当たり指数

土地開発公社土地保有高 -- 火 葬 場 － 中 学 校 －水 源 －公 害 防 止 －

小 学 校 － 土地開発基金現在高 50,000過 疎 ○辺 地 ○ し 尿 処 理 －

0山 振 地 域 ○ 積 雪 寒 冷 特 別 ○ ご み 処 理 ○ 常 備 消 防

－ 介 護 保 険 事 業 － 債 務 負 担 行 為 限 度 額 60,503
○ 農 業 共 済 事 業 ○収 益 事 業 収 入

特 別 豪 雪 －農 村 工 業 ○ 老 人 福 祉 － 商 工

地 方 債 現 在 高 4,783,690財 産 管 理 ○ 農 業 用 水 － 後期高齢者医療事業 ○豪 雪 －低 開 発 －

計 1,306,543退 職 手 当 ○ 林 野 関 係 － 収 益 事 業 －中部圏開発 －特 定 農 村 ○高 度 技 術 －

特定目的基金 713,163
特定地域政策等の指定状況 一部事務組合等加入の状況 減 債 基 金 43,440

実質単年度収支 F+G+H-I 19,510 -126,598

現
在
高

積
立
金

財政調整基金 549,940
6.6

積立金取崩額 I 100,000 100,000
起債制限比率(19～21)

繰上償還金 H 0 0
公 債 費 負 担 比 率 12.3

公 債 費 比 率 7.3
積立金 G 110,000 0
単年度収支 F 9,510 -26,598

実 質 収 支 比 率 4.4

実質収支C-D E 191,291 164,693
財政力指数(19～21) 0.31

251,875
翌年度へ繰り越すべき財源 D 97,853 553,332

うち臨時財政対策債発行可能額

歳入歳出差額 A-B=C 289,144 718,025
標 準 財 政 規 模 3,778,678

歳出総額 B 5,923,515 6,228,032
標 準 税 収 入 額 等 1,231,875

歳入総額 A 6,212,659 6,946,057
基 準 財 政 需 要 額 3,267,667

収

支

の

状

況（

千

円）

基 準 財 政 収 入 額 969,800
区分 平成20年度 平成21年度 区分(21年度) 指数等(千円 ％)

副町長 （空席） 533,000 1

町長 今井 良博 平成25年9月12日 621,000 -

特

別

職

区 分 氏 名 任期満了年月日 報酬（給料）月額 条 例 定 数
-- 第 ３ 次 2,132 41.3増 減 率 -6.5 増 減 率 -1.8 増 減 率

国調 第 ２ 次 2,400 46.512.10.1 11,282 21.3.31 10,299 12.10.1

Ｈ17 第 １ 次 623 12.1国

調

17.10.1 10,545 本
台
帳

住
民
基

22.3.31 10,112 17.10.1

人口（人 ％） 人口集中地区(人％) 産業構造（人 ％）

市 町 村 名 白 川 町 Ⅱ-1
市 町 村 台 帳 決 算 内 容 ふ り が な しらかわちょう 地方交付税種地
平 成 ２ ２ 年 度 平成２１年度 市 町 村 コ ー ド 215066 類 型 Ⅲ-1

歳 入 合 計 6,946,057 100.0 3,600,405 100.0

うち臨時財政対策債 251,800 3.6 人口千人当たり職員数 12.3

標準規模に占める割合
（％） 0.0

0
う ち 減 収 補 て ん 債 特 例 分 0 0.0

地 方 債 610,000 8.8 0 0.0 借入金残高のピーク
(千円）

諸 収 入 137,431 2.0 596 0.0 一時借入金の状況

繰 越 金 289,144 4.2 0 0.0

繰 入 金 378,891 5.5 1,580 0.0

寄 附 金 22,187 0.3 0 0.0

財 産 収 入 165,924 2.4 8,974 0.2 債務負担行為 5,983
473,071県 支 出 金 615,322 8.9 0 0.0 地方債現在高

国 有 提 供 交 付 金 0 0.0 0 0.0 うち財調減債 58,681
129,207国 庫 支 出 金 791,693 11.4 0 0.0 積立金現在高

手 数 料 28,203 0.4 0 0.0 経常一財(支出) 301,501

使 用 料 90,261 1.3 4,110 0.1 経常一財(収入)

154,094
356,053

分 担 金 ・ 負 担 金 27,316 0.4 0 0.0 普 通 建 設

交 通 安 全 交 付 金 1,886 0.0 1,886 0.1 補 助 費 等 95,525
4,308小 計 3,787,799 54.5 3,583,259 99.5 維持補修費
63,780地 方 交 付 税 2,499,468 36.0 2,294,928 63.7 物 件 費
62,510地方特例交付金等 15,090 0.2 15,090 0.4 公 債 費

軽油・自動車交付金 26,306 0.4 26,306 0.7 扶 助 費 44,970

特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 うち職員給 63,726

人 件 費 95,305ゴルフ場利用税交付金 11,008 0.2 11,008 0.3

地方消費税交付金 91,651 1.3 91,651 2.5 地 方 債 60,324

株式等譲渡所得割交付金 553 0.0 553 0.0 分 負 担 金 2,701

地方交付税 247,178配 当 割 交 付 金 1,240 0.0 1,240 0.0

利 子 割 交 付 金 3,945 0.1 3,945 0.1 地 方 税 104,153

地 方 譲 与 税 85,346 1.2 85,346 2.4 実 質 収 支 16,287

歳 出 総 額 615,905地 方 税 1,053,192 15.2 1,053,192 29.3

区 分 決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比 歳 入 総 額 686,912
( 円 )

歳 入 の 状 況 （ 千 円 ％ ） 住民１人当たり指数



39,707 3.8 99.7

個人 330,129 31.3 98.4
総 務 費 660,010 10.6 法人

議 会 費 51,167 0.8
市町村民税

構成比 現年分徴収率区 分 決 算 額 構成比 区 分 決 算 額

市 町 村 税 の 状 況 （ 千 円 ％ ）目的別歳出の状況（千円 ％）

4,863,311歳 出 合 計 6,228,032 100.0 4,406,238

失業対策事業費 0 0.0 0

646,271 79.1 101.9
災害復旧事業費 1,549 0.0 1,549

歳 入 一 般 財 源 計

単 独 991,350
( 84.7 ) ( 95.3 )

経 常 収 支 比 率 経常一般財源比率

補 助

内

訳

普通建設事業費 1,558,196 25.0 759,524
518,433 8.3 106,000

15.9

う ち 人 件 費 34,436 0.6 33,732 3,048,778

経常経費充当一般財源等計
投 資 的 経 費 1,559,745 25.0 761,073

0 0.0 0
733,397 450,346 11.7

前年度繰上充用金

0.0
繰 出 金 797,020 12.8

投資・出資・貸付金 39,016 0.6 1,016 0
127,230 2.0 102,054 0 0.0

305,090 298,319 7.7
積 立 金

646,619 477,925 12.4
うち組合負担金

41,779 36,042 0.9
補 助 費 等

維 持 補 修 費 43,562 0.7
965,945 15.5
305,294 4.9

物 件 費 644,946 10.4 422,314 390,908 10.1
2,050,568 32.9 1,697,986 1,693,557 44.0小 計

0.0
15.6

一時借入金利子 0 0.0 0

内

訳

元 利 償 還 金 632,100 10.1 600,584 600,584
0

10.1 600,584 600,584 15.6公 債 費 632,100
454,740 7.3 180,469 179,873 4.7扶 助 費
644,402 10.3 604,336う ち 職 員 給

916,933 913,100 23.7人 件 費 963,728 15.5

充当一般財源等額 経常経費充当一般財源 経常収支比率

性 質 別 歳 出 の 状 況 （千円 ％）

区 分 決 算 額 構成比

52.8 350.0

※ 経常収支比率及び経常一般財源比率の上段（）内の数値は減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等に

加えない場合のもの

25.0 35.0
将 来 負 担 比 率

40.00
実 質 公 債 費 比 率 13.1

連 結 実 質 赤 字 比 率 - 20.00

実 質 赤 字 比 率 - 15.00 20.00
比率（％） 早期健全化基準 財政再生基準

35,439 285,800
健
全
化
判
断
比
率

被保険者一人当たり費用 円 216,027 合 計 124

円 92,882 臨 時 職 員 0 0 0
0 0

一人当たり 〃

一世帯当たり保険税(料)調定額 円 187,741 教 育 公 務 員 0

人 3,323 うち消防職員 0 0 0
2,668 222,300

被 保 険 者 数

加 入 世 帯 数 世帯 1,644 うち技能労務職 12

千円 198,162 一 般 職 員 124 35,439 285,800

給料月額(千円) 一人当たり月額(円)

療 養 給 付 費 負 担 金

普 通 会 計 繰 入 額 千円 68,904 区 分 職員数(人)

千円 -12,888 一 般 職 員 等 ( H22・4･1現在 )

100.0 98.4
実 質 収 支 額

旧法による税 0 0.0 --   
区 分 金 額 等 合 計 1,053,192

法定外目的税 0 0.0 --   
0.0 --   

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 の 状 況

歳 出 合 計 6,228,032 100.0 水利地益税 0

都市計画税 0

前年度繰上充用金 0 0.0 事 業 所 税 0
0.0 内

訳

入 湯 税 333 0.0 100.0
0.0 --   
0.0 --   

100.0
諸 支 出 金 0

公 債 費 632,100 10.1 目 的 税 333 0.0
0 0.0 --   災 害 復 旧 費 1,549 0.0 法定外普通税

16.6 小 計 1,052,859 100.0 98.4
--   

教 育 費 1,031,609

消 防 費 408,476 6.6 特別土地保有税 0 0.0

土 木 費 438,297 7.0
4.1 鉱 産 税 0 0.0 --   商 工 費 257,605

農 林 水 産 業 費 852,576 13.7
40,280 3.8 100.0労 働 費 29,438 0.5 市町村たばこ税

12.3 軽 自 動 車 税 24,042 2.3 98.9
98.2

衛 生 費 767,109

39,707 3.8 99.7
民 生 費 1,098,096 17.6 固 定 資 産 税 618,701 58.7

総 務 費 660,010 10.6 法人


